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ABSTRACT:  The aim of this study is to help establish a fall prevention program by analyzing the relation 
between the falling experiences and the motor function of comprehensive program users. The subjects consisted of 
23 comprehensive program users aged 65 and older. The motor function includes the walking speed, steps, TUG, 
time able to stand on one leg with eyes open, SS-5, two-step value, calf circumference, grip strength, and vibratory 
sensation of both medial malleoli. The subjects were divided into two groups based on a history of falling and a 
Mann-Whitney U Test was conducted for comparison purposes. The rate of falling among comprehensive program 
users was 39.1 % in this study. As a result of the group comparison, there was a significant difference in SS-5, 
which evaluates muscle weakness in the lower extremities. Since SS-5 was longer in the group with a history of 
falling, we believe avoiding muscle weakness in the lower extremities is essential for the prevention of falling. 
Key words: Muscle power，Fall experience，Elderly females 

要旨：	 総合事業利用者における転倒経験と運動機能の関係を分析し，転倒予防プログラムを作成する際の一助にする

ことを目的とした．分析対象は 65歳以上の総合事業利用者 23名とした．運動機能は歩行速度，歩幅，TUG，開眼片
脚立位時間，SS-5，2ステップ値，下腿周囲長，握力，両内果振動覚とした．対象者を転倒経験の有無により 2群に分
け，比較検討のためにMann-Whitneyの U検定を行なった．本研究における転倒経験者は 39.1%であった．群間比較
の結果，下肢筋パワーの評価である SS-5において有意な差が認められた．転倒群は SS-5が延長していることから，
転倒予防には下肢筋パワーへの介入が重要であることが考えられた． 
キーワード：筋パワー，転倒経験，高齢女性 
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はじめに 

 
	 高齢者の転倒・骨折は，日常生活動作（Activities 
of daily living；以下 ADL）の低下を招き，介護
が必要となる主要な原因の 1つとして挙げられる
1,2）．また要支援者の 15.2%は「転倒・骨折」によ
り介護が必要となったとされ，「関節疾患」

（17.2%），「高齢による衰弱」（16.2%）に次ぎ第
3 位となっている 1）．転倒・骨折により介護が必

要となる原因については，身体的な障害を生じる

こと 3）や，転倒に対する恐怖感から日常生活にお

ける活動を制限することで生活機能が低下する

ため 3,4）とされている．さらに転倒経験はその後

の生命予後にも関与しており 5,6），転倒経験は死

亡リスクを助長させることにつながっている可

能性が高いと考えられている 6）．そのため，高齢

者の転倒・骨折を予防することは，生活機能の維

持や介護予防，さらには健康寿命延伸のためにも

重要な意味を持つと考えられる． 
	 これまでに高齢者の転倒経験と運動機能に関

する報告は多く存在する．地域在住高齢者につい

ては，複数回転倒者において自由歩行速度，最大

歩行速度，握力などの運動能力が非転倒者や 1回
転倒者に比べて有意に劣っていたことを報告し

ている 7）．さらに施設入所者については，転倒群

と比較して非転倒群の大腿四頭筋筋力は有意に

高かったとしている 8）．これらのように地域在住

高齢者から施設入所者におけるまで様々な高齢

者を対象に運動機能の分析が行われてきた．それ

らをもとに転倒予防に関する介入が行われてい

る． 
	 2015年の介護保険法改正により，介護予防・日
常生活支援総合事業（以下；総合事業）が施行さ

れ，2017 年 4 月より全国の市町村において事業
が開始されている．総合事業は，市町村が中心と

なって，地域の実情に応じて，住民等の多様な主

体が参画し，多様なサービスを充実することで，

地域の支え合い体制づくりを推進し，要支援者等

に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とす

ることを目指すもの，とされている 9）．総合事業

では事業対象者（以下；総合事業利用者）に対し

て様々な取り組みが行われているが，その内容は

各自治体によって異なっている．また各自治体に

よって様々な運動の介入や転倒予防の介入が行

われているが，総合事業利用者の運動機能を分析

した報告は少なく，効果的かつ効率的な支援を目

指すためにも総合事業利用者の運動機能を明ら

かにすることは今後の取り組みのためにも意義

があると考えられる．さらに総合事業利用者が転

倒やそれに伴う骨折により介護を要することを

防ぐためにも，転倒に影響する運動機能を明らか

にしなければならない． 
	 そこで我々は，本研究の目的を総合事業利用者

について転倒経験の有無と運動機能の関係を分

析することで，転倒予防プログラムを作成する際

の一助にすることとした． 
 

対象と方法 

対象 
	 対象は A 地区が行う総合事業のうち通所型サ
ービス Cを利用する 65歳以上の総合事業利用者
26名（男性：1名，女性：25名）とした．運動機
能を測定する際に体調不良のため協力が得られ

なかった男性 1名，独歩が不可能であった女性 2
名を除外した．そのため分析対象者は女性 23 名
となった．分析対象者の基礎情報は，年齢が 78.7
±2.5 歳，身長が 148.5±6.0cm，体重が 51.2±
6.0kg，BMIが 23.3±3.3kg/m2であった． 
 
倫理的配慮 
本研究の内容を十分に説明して同意が得られ

た者を対象とした．なお本研究は，新潟リハビリ

テーション大学の倫理審査（受付番号 131）の承
認を得ている． 
 
方法 
A．転倒経験 
	 対象者に対し，65歳以上での転倒経験の有無を
調査した．調査は聞き取りとし，理学療法士 1名
が対象者本人に個別で直接行なった．また本研究

における転倒の定義は「自らの意志でなく足の裏

以外が地面や床につくこと」とした 10）．転倒は歩

行中に発生したものに限り，立ち上がり時や自転

車走行時の転倒は含まないものとした． 
 
B．運動機能 
運動機能は歩行速度，歩幅，Timed Up and Go 

Test（以下；TUG），開眼片脚立位時間，5回椅子
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立ち上がりテスト（Sit to stand-5；以下，SS-5），
2 ステップ値，下腿周囲長，握力，両内果振動覚
とした． 
	 歩行能力は 5mの直線距離を可能な限り速く歩
行した際の所要時間と歩数を測定し，歩行速度と

歩幅を算出した．歩行速度（m/sec）は 5m/所要時
間，歩幅（cm）は 5m/歩数とした．また，歩行路
は予備路前後 3mを含んだ 11mとした 11）． 
	 TUGは椅子に腰をかけた状態から立ち上がり，
3m 先の目印にて方向転換し，再度椅子に腰をか

けるまでの動作を可能な限り速く行なった際の

所要時間を測定した 12）． 
	 開眼片脚立位時間は一方の脚を地面から離し，

その脚が再度地面に接地する，または支持脚が踏

み返るまでの時間を計測した．最大時間は 60 秒
とした． 
	 SS-5 は椅子に腰をかけた状態から可能な限り
早く立ち座り動作を 5回繰り返した際の所要時間
を測定した 13）． 
	 2 ステップ値はバランスを崩さずに行える最大
2歩長（cm）を測定し，身長（cm）で割ることで
算出した 14）． 
	 下腿周囲長は下腿の最大膨隆部の周径をメジ

ャーにて測定した． 
	 握力はスメドレー式握力計（竹井機器工業）を

使用して測定し，左右の最大値を代表値とした． 
	 両内果振動覚は音叉（C-128Hz）を使用し，両
側の振動覚が低下または消失している者を両内

果振動覚鈍麻者とした． 
	 運動機能の評価は口頭での説明を行なった後

に対象者が実際に行い，ミスがあった場合にはや

り直しをした． 
 
C．統計解析 
	 対象者を転倒経験の有無により非転倒群と転

倒群の 2群に分け，比較検討をするために，Mann-
Whitneyの U検定を行なった．また，両内果振動
覚鈍麻者の比較は χ2検定を行なった．なお，本研

究の有意水準はすべて 5%とした．統計ソフトは
SPSS 21.0J（ IBM SPSS Japan, Inc, Tokyo, 
Japan）を用いた． 
 

結果 

対象者のうち，65歳以上での転倒経験がある者
（以下；転倒経験者）は 23名中 9名（39.1%）で
あった．転倒経験の有無による基礎情報の比較で

は群間に有意な差は認められなかった（Table 1）． 
対象者の運動機能は歩行速度が 1.49±0.28m/ 

sec，歩幅が 57.8±8.3cm，TUG が 8.2±1.8 秒，
開眼片脚立位時間が 17.0±17.6秒，SS-5が 13.0
±3.1 秒，2 ステップ値が 1.10±0.23，下腿周囲
長が 31.9±2.0cm，握力が 19.8±3.3kg，内果振
動覚の両側鈍麻者は 5名であった．転倒経験の有
無による運動機能の比較では，SS-5において転倒
群が 15.1±2.9 秒，非転倒群が 11.6±2.5 秒と転
倒群の SS-5 所要時間が非転倒群と比較して有意
に延長していた（Fig.1）．その他の運動機能では
群間比較において有意な差は認められなかった

（Table 2）． 
 

 

Table 1. Comparison of the basic information by the existence of fall experience 
 Non Fall experience group

（n=14） 
Fall experience group 

（n=9） 
 

age（years） 79.1 ± 1.4 78.1 ± 3.6 n. s.  
height（cm） 148.7 ± 6.4 148.2 ± 5.6 n. s.  
weight（kg） 52.2 ± 5.8 49.7 ± 6.3 n. s.  
BMI（kg/m2） 23.8 ± 3.6 22.7 ± 3.0 n. s.  

	 *p<0.05	 mean ± SD 
The number of those who have a fall experience aged 65 and over was 9 persons among 23 persons, 
and the fall rate of incidence was 39.1%. The significant difference was not approved in between-
group comparison of the basic information by the existence of fall experience. 
BMI: body mass index 
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Fig 1. Comparison of SS-5 by the existence of fall experience 

The time required of SS-5 of fall experience group extended intentionally as compared with non-fall 
experience group. 
––––	 : The standard value of SS-5 in each age. −−− : cutoff value of fall. 	
SS-5: Sit to stand-5 

 
 
 

Table 2. Comparison of the motor function by the existence of fall experience 
 Non Fall 

experience group
（n=14） 

Fall  
experience group 

（n=9） 

 

walking speed（m/sec） 1.54 ± 0.31 1.41 ± 0.21 n. s.  
steps（cm） 58.4 ± 9.5 56.9 ± 6.2 n. s.  
TUG（sec） 8.1 ± 2.1 8.3 ± 1.3 n. s.  
time able to stand on one leg with eyes open（sec） 17.9 ± 17.5 15.5 ± 18.6 n. s.  
SS-5（sec）* 11.6 ± 2.5 15.1 ± 2.9 p<0.05 
two-step value 1.10 ± 0.27 1.08 ± 0.14 n. s.  
CC（cm） 32.0 ± 2.1 31.8 ± 2.1 n. s.  
grip strength（kg） 19.7 ± 3.4 20.1 ± 3.5 n. s.  
vibratory sensation of both medial malleoli（n）  3   2  n. s.  

*p<0.05	 mean ± SD 
Statistics carried out Mann-Whitney’s U-test. Disturbance of sensation carried out χ2 -test. 
The time required of SS-5 of fall experience group extended intentionally as compared with non-fall 
experience group. In other motor functions, the significant difference was not approved in between-
group comparison. 
TUG: Timed Up and Go Test, SS-5: Sit to stand-5, CC: Calf circumference 
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考察 

A． 転倒経験について 
	 本研究においてはこれまでの報告に比べ転倒

経験を有する高齢者の割合が高値であった．これ

は本研究では 65 歳以上での転倒経験の有無を調
査していることに依存した影響であると考えら

れた． 
	 転倒経験者は 23 名中 9 名であり，本研究にお
ける転倒経験者は 39.1%であった．本邦での転倒
発生率は概ね 10〜20%前後で報告されており，こ
の値を基にして転倒発生率の高さを検討してい

るものが多い 15）．そのため本研究において転倒経

験者が 39.1%存在したという結果はこれまでの報
告に比べ高値を示したと考えられる． 
	 高齢者における年間の転倒発生率は年齢階層

が高いと上昇することが多く報告されている．川

上らは国内外の転倒についての報告をまとめ，特

に後期高齢者での転倒発生率が高かったとして

いる 3）．そのため，本研究では年齢階層が高く，

後期高齢者に分類される対象者が多かったこと

から転倒経験者の割合が高値を示したと考えら

れた． 
	 また転倒における性差については，これまでに

女性の方が男性よりも転倒発生率が高かったと

報告されている 6,15）．さらに女性のみを対象とし

た研究では，5年の間に 38%の女性高齢者が転倒
していたことを報告している 4）．このことから，

本研究では対象が女性に限られたことにより転

倒経験者の割合が高値を示したと考えられる． 
	 これまで転倒経験の有無については過去 1 年，
もしくは 2年で検討しているものが多い 16,17）．ま

た調査方法についても対象者への聞き取りにて

行なった．転倒の調査方法については，聞き取り

による思い出し法にて行われることが多く，過去

1 年の思い出し法では良好なデータが得られると
している 10,17）．しかし，思い出し期間が１ヶ月毎，

3 ヶ月毎，1 年後と，長くなるにつれて転倒発生
率は低下したとされている 10）．また，田井中らの

報告では 5 年の間に 38%の女性高齢者が転倒し
ていたことを報告しており 4），これは本邦におけ

る年間の転倒発生率である約 20%3）を大きく上回

る結果である．調査期間が長期化することは転倒

経験者が増加し転倒発生率は高値になると考え

られた．これらのことから本研究においてはこれ

までの報告に比べ転倒経験を有する高齢者の割

合が高値であったが，これは調査期間に依存した

影響であると考えられた．  
 
B．SS-5と転倒の関連について 
	 SS-5 は一般に下肢筋パワーの評価として用い
られる．筋パワーは力を速く発揮する能力とされ
18），筋肉を使って単位時間内になしうる仕事の効

率とされている 19）． 
	 Bohanonnは SS-5について，SS-5所要時間に
関する判断は年齢に基づくべきであるとしてい

る 13）．したがって 60〜69 歳では 11.4 秒，70〜
79歳では 12.6秒，80〜89歳では 14.8秒を基準
値とし，それ以上時間が延長するとそのテストの

結果は不良であるとした 13）．  
	 対象者を転倒経験の有無により非転倒群と転

倒群の 2群に分け，転倒経験と運動機能の関連を
分析した．結果，SS-5 所要時間が転倒群 15.1±
2.9 秒，非転倒群 11.6±2.5 秒と転倒群が非転倒
群と比較して有意に延長していた．ヒトの身体機

能を比較する際は，年齢や性別の影響を考慮する

必要がある 20）が，本研究において年齢，身長，体

重，BMIおよび性別の基礎情報において統計学的
な差は認めていなかった． 
	 SS-5と転倒の関連については Ikezoeらが施設
入所者 44 名を転倒群と非転倒群に分け複数の運
動機能を評価し，転倒群の SS-5 所要時間が延長
していたことを報告している 21）．また福田らは，

過去 1年間で「後方転倒経験あり群」は「転倒経
験なし群」と比較し，SS-5の所要時間が有意に延
長していたと報告している 22）．本研究においても

SS-5と過去の転倒経験に関連を認めており，これ
までの報告を支持する結果となった． 
	 本研究の SS-5所要時間の結果を Bohannonの
基準値に照らし合わせると，非転倒群は半数以上

が 70 歳代の基準値内である．しかし，転倒群は
半数以上が 70 歳代の基準値から延長し，さらに
は 80歳代の基準値からも延長している（Fig.1）．
高齢者は筋パワーの低下が最大筋力よりも早期

に起こると報告されている 23,24）．これは老化に伴

う筋の萎縮が遅筋線維よりも早いことや神経の

賦活速度が加齢の影響を受けると考えられるた

めである 23）．しかし，本研究において対象者間に

は基礎情報に有意な差が認められないため加齢

の要因は少なく，その他の要因が存在すると考え
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られた．その要因として，本研究における対象者

の下肢筋パワー低下は過去の転倒経験による影

響が考えられた． 
 
C．転倒予防について 
	 転倒予防に対する介入については多くの報告

がなされている．川上らは転倒予防に関する介入

方法とその効果についてまとめており，今後対象

者の身体機能に合わせた適切な運動プログラム

の開発が必要と述べている 3）．Ikezoeらによると
SS-5所要時間が 14秒を超えると転倒のリスクが
高まるとされている 21）．本研究における対象者の

うち転倒群はすでに半数以上が 14 秒を超えてい
ることから，今後も転倒を起こす可能性が高いと

考えられる．本研究では下肢筋パワーの指標であ

る SS-5 が転倒経験の有無と関係していた．今回
対象とした総合事業利用者は通所型サービス C
利用者であり，ADLの改善に向け短期間での支援
が必要であり，より効率的な介入が求められる．

これまでに筋パワートレーニングは地域在住高

齢者の身体機能向上効果が得られるとの報告も

ある 25）．これらのことから，今後の転倒予防につ

いて，対象者の身体機能を考慮したプログラムが

必要とされているため，転倒との関連が報告され

ている筋パワーへの介入を実践することは，総合

事業利用者における転倒予防への介入の一貫と

して意味があると考えられた． 
 
D．本研究の限界 
	 本研究の限界として，対象が A地区の総合事業
利用者に限られており，その他の総合事業利用者

と特性が異なる可能性が考えられた．そのためパ

ーキンソン病や脳血管疾患，糖尿病など転倒に関

連する疾患を有している被験者を把握する必要

があると考えられた． 
	 調査期間と方法についても検討が必要である

と考えられる．65歳以上の転倒経験が身体機能低
下の要因であるとすれば，今後は過去 1年に限ら
ず長期的にみた過去の転倒経験を調査する方法

を検討する必要がある． 
	 また本研究において過去の転倒経験が身体機

能低下の要因の 1つであると考えられることから，
転倒の発生状況や対象者の転倒後の生活様式や

活動量，心理的側面を考慮した調査を行い身体機

能にどのように影響したかを検討する必要があ

ると考えられる． 
	 さらに実際に下肢筋パワーへの介入がその後

の身体機能や転倒予防に及ぼす影響を検討でき

ていない．そのため，転倒経験者に対する下肢筋

パワーへの介入効果についても明らかにしたい． 
 

まとめ 

本研究では総合事業利用者における転倒経験

の有無と運動機能の関係を分析した．結果，SS-5
において非転倒群と転倒群の間に有意な差を認

めた．SS-5は下肢筋パワーを評価しており，総合
事業利用者では過去の転倒経験が下肢筋パワー

の低下させる要因の 1つであると考えられた．そ
のため転倒と関連が報告されている下肢筋パワ

ーへの介入を実践することは，総合事業利用者に

おける転倒予防への介入の一環として意味があ

ると考えられた． 
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